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女性と経済フォーラム2017
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APECとは
2

APEC（Asia-Pacific Economic Cooperation） アジア太
平洋経済協力）はアジア太平洋地域の21の国と地域が
参加する経済協力の枠組み。

 ※参加エコノミー：オーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、中国、中国香港、イ
ンドネシア、日本、韓国、マレーシア、メキシコ、ニュージーランド、パプア
ニューギニア、ペルー、フィリピン、ロシア、シンガポール、チャイニーズ・タイペ
イ、タイ、アメリカ、ベトナム

 ※経済規模で世界全体のGDPの約6割、世界全体の貿易量の約5割及び世
界人口の約4割を占め、アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向けて、

貿易・投資の自由化、ビジネスの円滑化、経済・技術協力等の活動を行ってい
る。
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APEC女性と経済フォーラムとは
3

 APEC女性と経済フォーラム（WEF）は、APEC地域の経済発展の
ためには、女性の新たな経済機会の創出が不可欠であるとの認識
の下、女性と経済に関する閣僚と民間参加者が一堂に会する会合。

 1996年に女性リーダーズネットワーク（WLN）会合が開催されて以
降、毎年開催されている。2011年の米国開催から「APEC女性と経
済フォーラム」と名称を変えて開催。

 メインテーマを中心に、基調講演、全体会議、女性と経済パート
ナーシップ会合、閣僚級で構成するハイレベル政策対話、サイドイ
ベントが開催され、APEC域内の経済の繁栄と成長のため、各エコ
ノミーの官民の代表が、女性の経済参加の促進に向けた課題等に
ついて議論し、本フォーラムの「声明」を取りまとめる。

これまでの経緯
4

■ APEC 女性リーダーズネットワーク（WLN）会合 1996年10月 フィリピン・マニラ

・・・

■ APEC 女性リーダーズネットワーク（WLN）会合 2010年9月19日～21日 日本・東京

日本政府代表：岡崎トミ子内閣府特命担当大臣（男女共同参画）

■ APEC女性と経済サミット（WES) 2011年9月13～16日 米国・サンフランシスコ

日本政府代表：中塚一宏内閣府副大臣

■ APEC女性と経済フォーラム（WEF) 2012年6月28～30日 ロシア・サンクトペテルブルク

日本政府代表：中川正春内閣府特命担当大臣（男女共同参画）

■ APEC女性と経済フォーラム（WEF）2013年9月6～8日 インドネシア・バリ

日本政府代表：森まさこ内閣特命担当大臣（男女共同参画）

■ APEC女性と経済フォーラム（WEF）2014年5月21～23日 中国・北京

日本政府代表：岡田広内閣府副大臣

■ APEC女性と経済フォーラム（WEF）2015年9月16～18日 フィリピン・マニラ

日本政府代表：石原一彦内閣府審議官

■ APEC女性と経済フォーラム（WEF）2016年6月27～30日 ペルー・リマ

日本政府代表：高木宏壽内閣府大臣政務官
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APEC女性と経済フォーラム2017
5

本年は9月26日（火）から29日（金）まで、ベトナム・フエで開催。
（会場はインドシナ・パレス・ホテル）

※次年度会合はパプアニューギニアで開催予定。

 「変わりゆく世界における女性の包摂及び経済的エンパワーメント
の強化 (Enhancing Women’s Economic Inclusion and Empowerment in the Changing 

World)」をメインテーマとし、3つのサブテーマのもと議論。

 APEC域内の閣僚、民間企業の役員や女性起業家、学識経験者
らが会議に参加。

6

会合のメインテーマ
「変わりゆく世界における女性の包摂及び経済的エンパワーメントの強化」

３つのサブテーマと課題

持続的、革新的、包摂的な成長に向けたジェンダー平等の推進
女性は無償労働、農業関連の労働に多く従事しており、政府部門、民間部門、市民社会は、女性が
完全に平等かつ効果的な社会参加をできるよう、協調行動をとることが重要。また、質の高い教育、
職業訓練、スキル開発、ディーセントワークを促進するための法・政策の実施、男女間差別禁止、男
女間の同一賃金、政策決定における女性のリーダーシップ強化等が重要。

女性が経営する中小企業の競争力と革新の強化
中小企業の社会・経済的な役割を計測するための性別データの使用促進、中小企業の直面する多
様な制約への理解促進、税関等における女性に優しいクロス・ボーダー手続きにかかるベストプラク
ティス共有等の実施、公的、私的部門双方で、包摂的な事業モデルの形成に女性が関与することを
奨励、またAPECエコノミーにおいて、ジェンダーに対応した貿易政策、サービス、職業訓練の実施を
求める。

人材養成におけるジェンダーギャップの縮小
スマートフォン、クラウド、情報通信技術、洗練された人工知能、先進的なロボット技術が、グローバル
な価値創造過程において、女性にとって重要な課題と認識。職業機会、起業との関係で女性向けの
技術訓練が必要。情報通信技術の革命により、オンラインによる嫌がらせ、つきまとい行為など、新た
な形態の女性への嫌がらせを認識、加盟国の対応を奨励。
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9月26日（火）

・女性と経済に関する
政策パートナーシップ
会合（PPWE）1日目

9月27日（水）

・PPWE2日目

・APEC BEST 
AWARD（女性起
業家表彰イベント）

9月28日（木）

・女性と経済に関する
官民対話（PPDWE）

・官民対話（外務省主
催のサイドイベント）

・歓迎夕食会

9月29日（金）

・女性と経済に関する
ハイレベル政策対話
（HLPD）

・閉会式

APEC女性と経済フォーラム2017プログラム
7

8

日本からの参加者

武川 恵子 内閣府男女共同参画局長

林 文子 横浜市長

矢島 里佳氏（民間代表）
（株）和える 代表取締役
「日本の伝統を次世代につなぎたい」という想いから、大学4年時である2011年3月、

株式会社和えるを創業、慶應義塾大学法学部政治学科卒業。2012年3月、幼少期

から職人の手仕事に触れられる環境を創出すべく、 “0から6歳の伝統ブランドaeru”
を立ち上げ、日本全国の職人と共にオリジナル商品を生み出す。日本の伝統や先人

の智慧を、暮らしの中で活かしながら次世代につなぐために様々な事業を展開中。

2013年 世界経済フォーラム（ダボス会議）「World Economic Forum –
Global Shapers Community」メンバーに選出される。

2015年 「第4回 DBJ女性新ビジネスプランコンペティション」女性起業大賞 受賞

2016年 「これからの1000年を紡ぐ企業認定」第1回認定企業

（京都市ソーシャルイノベーション研究所）

関係省庁（内閣府、外務省、経済産業省）
（株）和える代表 矢島 里佳

林 文子 横浜市長武川 恵子 男女共同参画局長
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女性と経済に関する政策パートナーシップ（9/26・27)

PPWE: Policy Partnership on Women and the Economy 

各エコノミーから官（実務者級）、民（役員級）が参加し、女性と経済
に関する各エコノミーの取組の発表、PPWE戦略計画及び女性と経
済フォーラム声明案の議論などが行われた。

 南調査課長が、第4次男女共同参画基本計画や女性活躍推進法、STEM分野への女性
活躍を推進する取組など、日本国内における取組状況を報告。

 APECにおいて実施している日本プロジェクト「2020年までに管理職に占める女性の割合
を高めるための個別行動計画」（外務省）及び「APECジェンダー・ダイバーシティ経営
フォーラム」（経産省）について紹介するなど、日本の貢献について報告を行った。

9

南課長による日本の発表 参加者によるフォトセッション 会議の様子

10

サイドイベント APEC BEST AWARD（9/27）
APEC Business Efficiency and Success Target Award 

APEC域内における女性の起業の発展に対するマスメディア、実業

界及び官界の関心を高めること等を目的とした表彰イベントが開催
された。林横浜市長がオープニングスピーチを行った他、矢島氏が
プレゼンテーションに参加し、大賞とBest Social Impact賞をW受賞。

プレゼンをする矢島氏

「APEC Best Ａｗａｒｄ（大賞）」と
「Best Social Impact賞」をW受賞！

オープニングスピーチを行う林横浜市長
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女性と経済に関する官民対話（9/28）
PPDWE: Public-Private Dialogue on Women and the Economy  

 冒頭、ズン・ベトナム労働傷病兵社会大臣から、女性が経営する中小企業の地域統合能
力を強化し、支援する経済団体や組織を繋げるなど、規模を拡大していくことの必要性
について言及があった。

 ビジネス界、産業界、政府、若手の女性リーダーらが登壇し、４つのテーマごとにパネル
セッションが行われた。

官、民、学識経験者などから女性リーダー等が参加し、サブテーマ
に沿って活発な議論が行われた。
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参加者によるフォトセッション パネルセッションの様子
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サイドイベント 官民対話（9/28）
Public-Private Dialogue Individual Action Plan 

for the Enhancement of the Ratio of Women’s Representation in Leadership 

日本がＡＰＥＣにおいて主導する管理職に占める女性の割合を増や
すための個別行動計画(IAP)の分析結果及びグッドプラクティスの

共有、各エコノミーによるスピーチや参加者によるディスカッションが
行われた。

登壇者によるプレゼンテーション 会場の様子 参加者によるフォトセッション
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女性と経済に関するハイレベル政策対話(9/29）
HLPD: High Level Policy Dialogue on Women and the Economy 
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武川局長が、国内の女性活躍推進の取組のほか、APECで日本が進めている２つのプロ

ジェクトの紹介や、SDGs実施のための国家戦略の策定、WAW!（国際女性会議）の開催

など国際的な貢献についてスピーチを行った。

林横浜市長が、仕事と家庭生活の両立や女性リーダーの育成・登用における横浜の取

組を中心に、基調講演を行った。

最終日には、各エコノミーの閣僚級により、女性と経済に関するス
ピーチが行われた。

武川局長によるスピーチ 各エコノミーの代表によるフォトセッション 林横浜市長による基調講演
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声明の採択

「ENHANCING WOMEN’S ECONOMIC INCLUSION AND EMPOWERMENT
IN THE CHANGING WORLD」 の採択

 閉会式において、フォーラムの成果である「声明：
変わりゆく世界における女性の包摂及び経済的
とエンパワメントの強化」が採択された。

 同声明のポイント
・持続的、革新的、包摂的な成長に向けたジェンダー平
等の推進

・女性が経営するMSMEsの競争力と革新の強化

・人材養成におけるジェンダーギャップの縮小

 この声明は、１１月のAPEC首脳会議に提出。

会議の様子

参考：
○「声明：変わりゆく世界における女性の包摂及び経済的とエンパワメント

の強化」（APEC VIET NAM 2017 HP （英語））
https://www.apec.org/Meeting-Papers/Sectoral-Ministerial-Meetings/
Women/2017_women

7



15

サイドイベント APECジェンダー・ダイバーシティ経営フォーラム（10/18）
APEC TOP Management Forum on 

Diversity Management for Women’s Empowerment

中長期的に企業価値を生み出し続けるダイバーシティ経営の普及
に向けて、日本を含むAPECメンバーからダイバーシティ経営の先

進的な取組をされている企業経営者や投資家等を招待し、ダイ
バーシティ経営の取組を後押しすると共に、その重要性について共
通認識を図った。

会場の様子 会場の様子
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資料 2-2 

APEC 女性と経済フォーラム 2017声明 

「変わりゆく世界における女性の包摂及び経済的とエンパワメントの強化」

概要 

 

 

冒頭 

 「変わりゆく世界における女性の包摂及び経済的エンパワーメント」に関し、①

持続可能で革新的かつ包摂的な経済成長に向けたジェンダー平等の推進、②女性

が経営する中小企業の競争力と革新の強化、③人材養成におけるジェンダーギャ

ップの縮小を優先課題に挙げ、議論を行った。 

 

 女性が経営する中小零細企業（MSME）の成長、女性と女児のデジタルリテラシー

の向上、女性のキャリア開発の推進、STEAM（科学・技術・工学・芸術・数学）分

野をはじめとする高賃金・高成長分野における職業訓練及びキャリアへの女性と

女児のアクセスと参加の拡大強化のための措置、及び経営陣やガバナンス組織を

含む管理職レベルにおけるジェンダー多様性をさらに促すことを約束する。 

 

 ジェンダー平等と女性の経済的エンパワーメントの実現のためには、男性と男児

の果たす役割と共同責任が非常に重要であることを再確認する。 

 

 女性と女児に対するあらゆる形態の暴力の排除を改めて強く要請する。 

 

 

３つの優先課題について 

① 持続可能で革新的かつ包摂的な経済成長に向けたジェンダー平等の推進 

 質の高い教育、職業訓練、スキル開発、ディーセントワークを促進するための

法・政策の実施、男女間差別禁止、男女間の同一賃金、政策決定における女性

のリーダーシップ強化等が重要であることを認識する。 

 無償労働の大部分を女性が担っていることの認識及び負担の再配分、貧困に

陥りやすい女性への支援及びそのための官民連携の強化、女性のニーズに応

じた職場・訓練・教育環境の整備を推進する。 

 

② 女性が経営する中小零細企業の競争力と革新の強化 

 中小零細企業の社会・経済的な役割を計測するための性別データの使用促進、

中小零細企業の直面する制約に性差が存在することへの理解促進等を進める。 

 公的、私的部門双方に対し、包摂的な事業モデルの形成に女性が関与するこ

とを奨励するとともに、女性が経営する企業の事業機会へのアクセスを向上

させるような取組を求める。 
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③ 人材養成におけるジェンダーギャップの縮小 

 スマートフォン、クラウド、情報通信技術、洗練された人工知能、先進的なロ

ボット技術が、女性にとって機会であると同時に課題となることを認識する。 

 女性のデジタルリテラシー向上のための技能訓練を実施する。 

 情報革命により、オンラインハラスメント等新たな形態の女性に対する暴力

がもたらされていることを認識し、各エコノミーに対し取組を求める。 

 

 

2017年 APEC首脳会議に向けて 

 この APEC 女性と経済フォーラム 2017 声明を 11 月にベトナムのダナンで開催さ

れる首脳会談に提出することに同意する。 

 

 

次回の APEC女性と経済フォーラム 2018に向けて 

 2018 年にパプアニューギニアで開催される次回の APEC 女性と経済フォーラムと

これに関連する活動に期待する。 
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個別行動計画（ＩＡＰ）
２０２０年までに管理職に占める女性の割合を高めるための取組

女性の経済活動への更なる参画は、包摂的・持続的な経済成長を
促す原動力 ← 何をすればいいのか？

日本が提案したＡＰＥＣの取組

管理職に占める女性の割合を2020年までに高めるための目標を設定
することを、2014年に日本が提案。APECの取組として承認され、現在
実施中。

●管理職に占める女性の割合を向上させるための任意の目標を設定
するメカニズムを構築。
●特に管理職に焦点を当てた女性の経済活動への参画を高める。

● 2015年から2020年まで毎年、各エコノミーが個別行動計画（IAP）と
して目標設定を任意で提出。
●各エコノミーの進捗状況として、2017年に中間報告調査を実施。
2020年に最終報告を実施予定。

共通認識

日本提案

計画の目的

計画の概要

資料2-3
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官民両セクターにおける、管理職
に占める女性の現在の割合

官民両セクターにおいて、管理職
に占める女性の割合に関する、
2020年末までの任意の目標

上記任意の目標を達成するため
の計画概要

中間報告調査、官民対話
２０２０年までに管理職に占める女性の割合を高めるための取組

日本が実施したＡＰＥＣのプロジェクト

中間調査報告

官民対話

●IAPの分析

●カナダ、インドネシア、ＮＺ、チャイニーズ・タイペイでの現地調査

●2017年9月28日、「ＡＰＥＣ女性と経済フォーラム」のサイドイベントと
して、ベトナム・フエ市において実施。

●ＡＰＥＣエコノミーの産官学関係者より、政策立案者、専門家、実務
者を登壇者として迎え、ＩＡＰの分析結果や現地調査で得られた優良
事例を共有、女性のリーダーシップの拡大を阻む対応策として、知識、
経験や手段の共有。
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の

採
用

、
キ

ャ
リ

ア
形

成
の

た
め

の
コ

ー
チ

ン
グ

等
）
。

２
．

女
性

の
就

労
継

続
と

キ
ャ

リ
ア

形
成

を
可

能
に

す
る

職
場

制
度

、
社

内
外

シ
ス

テ
ム

の
構

築

育
児

休
業

、
保

育
園

、
柔

軟
な

ワ
ー

ク
ス

タ
イ

ル
等

の
シ

ス
テ

ム
構

築
・
活

用
や

、
女

性
の

キ
ャ

リ
ア

形
成

を
可

能
に

す
る

研
修

、
メ

ン
タ

ー
制

度
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築

が
重

要
。

３
．

持
続

的
経

営
に

お
け

る
ダ

イ
バ

シ
テ

ィ
経

営
の

位
置

付
け

投
資

家
に

と
っ

て
は

企
業

の
長

期
的

・
持

続
的

ガ
バ

ナ
ン

ス
が

投
資

判
断

の
上

で
重

要
。

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
経

営
を

含
む

E
S
G

（
E
n
vi

ro
n
m

e
n
ta

l, 
S
o
c
ia

l, 
G

o
ve

rn
an

c
e
）
は

企
業

の
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

に
寄

与
し

、
企

業
の

長
期

的
利

益
に

貢
献

。

４
．

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
経

営
に

関
す

る
指

標
の

作
成

に
よ

る
企

業
と

資
本

市
場

の
対

話
の

促
進

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
の

達
成

度
に

関
す

る
信

頼
で

き
る

指
標

の
形

成
は

、
投

資
家

に
対

す
る

企
業

の
透

明
性

を
高

め
、

よ
い

投
資

判
断

を
決

定
を

可
能

と
す

る
。

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

は
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

に
関

す
る

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

化
を

可
能

に
。

2
0
1
7
年

1
0
月

1
8
日

、
東

京
に

お
い

て
「
A

P
E
C

ジ
ェ

ン
ダ

ー
・
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

経
営

フ
ォ

ー
ラ

ム
」
を

経
済

産
業

省
が

主
催

。
「
企

業
の

持
続

可
能

な
成

長
に

向
け

た
一

歩
先

の
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

経
営

」
を

テ
ー

マ
に

、
①

企
業

経
営

者
か

ら
の

取
組

事
例

の
共

有
に

加
え

、
②

機
関

投
資

家
か

ら
見

た
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

に
関

す
る

「
資

本
市

場
と

企
業

と
の

対
話

」
の

在
り

方
等

、
企

業
・
機

関
投

資
家

の
双

方
の

視
点

か
ら

議
論

を
行

い
、

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
経

営
に

関
す

る
理

解
を

深
め

た
。

フ
ォ

ー
ラ

ム
に

は
日

本
、

米
国

、
豪

州
、

メ
キ

シ
コ

、
ロ

シ
ア

、
マ

レ
ー

シ
ア

、
ベ

ト
ナ

ム
、

フ
ィ

リ
ピ

ン
、

タ
イ

か
ら

計
１

８
名

の
ス

ピ
ー

カ
ー

が
登

壇
。

○
企

業
関

係
者

（
グ

ー
グ

ル
合

同
会

社
、

３
Ｍ

社
,、

三
菱

重
工

業
、

丸
井

グ
ル

ー
プ

, 
等

）

○
機

関
投

資
家

(Ｇ
Ｐ

ＩＦ
、

第
一

生
命

保
険

、
ス

テ
ー

ト
・
ス

ト
リ

ー
ト

・
グ

ロ
ー

バ
ル

・
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
ズ

、
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

・
ニ

ュ
ー

ジ
ー

ラ
ン

ド
銀

行
等

)

○
公

的
機

関
（
米

国
政

府
、

ベ
ト

ナ
ム

政
府

、
横

浜
市

等
）

議
論

の
ポ

イ
ン

ト

「
A

P
E
C

ジ
ェ

ン
ダ

ー
・
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

経
営

フ
ォ

ー
ラ

ム
」
を

開
催

～
企

業
の

持
続

可
能

な
成

長
に

向
け

た
一

歩
先

の
ダ

イ
バ

ー
シ

テ
ィ

経
営

と
は

～
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